
 

 

 

                                                                      （単位：百万円） 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

各事業年度（H27～H30） 

「地方独立行政法人法に基づく目的積立金等の取り扱い」 

 

参 考 

 
平成２７年度利益処分に係る知事の承認（経営努力認定）概要 

（地方独立行政法人 北海道立総合研究機構） 

 

当期総利益 

目的積立金 

（経営努力分） 

 

法人申請額 

１８５ 

 

道 案 

１８５ 

 

 経営努力認定基準 ① 

○中期計画（年度計画）の記載内容に照らして、本来行うべ

き業務を効率的に行ったため費用が減少した場合 

○自己収入から生じた利益 

個 別 内 容 

○該当なし 

 

○経費の効率的執行 

○人件費の節減 

○該当なし   
 

積 立 金 

（経営努力外） 

 

道 案 

０ 

 

法人申請額 

０ 

 
 １８５ 

― 

中期目標期間最終年度（H31） 

  

知事承認を受けて次期中期計画期間の

業務財源に充当可能（４０条４項） 

 
 

目的積立金 

（経営努力分） 

積 立 金 

（経営努力外） 

翌事業年度以降に係る剰余金の使途

に充当可能（４０条３項） 

※道総研では業務運営の質の向上を

図るため、研究用設備・機器の購

入等に活用 

積立金として整理し（４０条１項）

翌事業年度以降に損失が生じた場合

はこれに充当（４０条２項） 

 
目的積立金 

 
積立金 

（最終年度 H31） 

積立金 
（前年度まで H27～H30） 

知事承認を受けた額を控除した残額

は、道に納付（４０条６項） 

 
全
て
積
立
金
で
整
理 

○その他、地方独立行政法人において、経営努力であること
を立証した場合 ― 

 
 

１８５ 

経営努力認定基準 ② 個 別 内 容 

○本来行うべき業務等を行わなかったために費用が減少し
たと認める場合等 

○該当なし ― 

○現金の裏付けが無いため、事業の用に供することができな
いもの。 

○該当なし ― 

資料１－２ 


